
［標準様式例７-２］

契 約 変 更 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

業 務 概 要
（変更した内容について
  記述する）

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額 44,946,000
円（税込）

変 更 金 額 3,894,000
円（税込）

変 更 後 の 契 約 金 額 48,840,000
円（税込）

変 更 理 由

（第１回）契約変更の内容

令和7年5月28日

株式会社長大　北関東支店

埼玉県さいたま市大宮区桜木町二丁目３２４番地１

Ｒ６関東地方整備局管内道路管理高度化検討業務

関東地方整備局管内

土木関係建設コンサルタント業務

１.当初特記仕様書第2条の変更
履行期間は､休日等を含み契約の翌日から令和7年9月30日迄とする｡
なお､休日には､日曜日､祝日､夏期休暇及び年末年始の他､履行期間内
の全ての土曜日を含んでいる｡

２.当初特記仕様書第22条1の変更
1.事業推進における課題の把握とDX導入による解決策の検討
貸与する図面等の資料や電気及び通信事業者が提供する資料を基
に、所定の書式を作成し、既存管路情報をデータ整備するととも
に、関東地方整備局管内における無電柱化の必要性が高い区間・地
区（防災／安全／景観）における現状について把握・分析を行い、
無電柱化の進捗状況の観点からエリア分けをして、各エリアでの課
題を抽出する。課題の解決にあたりDX（３Ｄ化、地中探査等）を導
入することの効果を確認する。調査職員と協議して効果が見られる
DXの導入を検討するものとする。

令和7年10月4日

令和7年9月30日

１．履行期間
２の理由により、本業務の履行期間を、121日延長し、令和7年9月30
日までとする。

２．無電柱化事業推進における課題の把握とDX導入による解決策の
検討
貸与する図面等の資料や電気及び通信事業者が提供する資料を基
に、所定の書式を作成し、既存管路情報のデータ整備を追加する。


